
要　旨　紹　介

第１編　調査の意義及び概要等

●調査の意義・目的

　効果的な治安対策の前提として，犯罪の発生状況を正確に把握する必要があるが，そのため

には，警察等に認知されていない犯罪件数（暗数）を調べる必要がある。暗数調査の目的は，

①警察に届けられなかった犯罪の種類，件数等を推定すること，②犯罪被害者と被害の実態に

関する詳細な情報を入手すること，③犯罪動向に関する経年比較データ（定点観測データ）を

収集すること，④治安等に関する国民の意識を明らかにすること，⑤犯罪被害実態に関する情

報を関係機関・市民等に提供すること，に集約される。

●第５回調査の概要

　全国から16歳以上の男女6,000人（男女各3,000人）を層化二段無作為抽出法により抽出し，

平成31年（2019年）１月26日から同年２月末日にかけて，調査員が調査対象者宅を訪問し，

個別に面接して聴き取り，回答を記入したが，ストーカー行為，DV，児童虐待及び性的事件

に関する調査票については，自計方式（自記式回答用紙に調査対象者が記入したものを調査員

が回収するか，郵送又はインターネットによるオンライン回答のいずれかの方法により提出を

受ける方法）によって調査を実施した。有効回収数（率）は聴き取り調査3,709人（61.8％），

自計方式による調査3,500人（58.3％）であった。犯罪被害の類型を，世帯犯罪被害，個人

犯罪被害及び各種詐欺等被害に三分し，分析を行った。

●犯罪被害の実態

　全犯罪被害（調査対象とした世帯犯罪被害又は個人犯罪被害（児童虐待を除く。）に該当す

る犯罪被害）のいずれかに遭った人の比率は，過去５年間では全回答者の23.8％であり，平

成30年１年間では7.0％であった。過去５年間における全犯罪被害の被害率は，第１回（平成

12年）から第４回（平成24年）までのいずれの調査と比べても低かった。

●被害の有無に影響を与える要因

　ある犯罪被害の有無に関して被害者の各属性がどのように関係しているかを分析するため，

ロジスティック回帰分析を行った。全犯罪被害については，モデルに採用されたもののうち，

住居形態，世帯人数，性別，年齢層が有意であり，アパート等に居住する人は一戸建て住宅に

居住する人に比べて，世帯人数４人以上の人は１人の人に比べて，女性は男性に比べて，59
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歳以下の人は60歳以上の人に比べて，それぞれ被害ありの確率が有意に高いなどの結果が得

られた。

●犯罪に対する不安等

　犯罪に対する不安等についての調査結果を経年比較したところ，第４回調査（平成24年）

に比べ，第５回調査（平成31年）では，居住地域における犯罪に対する不安を感じる人の比

率が低下した。

●我が国の治安に関する認識

　我が国全体の治安についての認識を経年比較したところ，「良い」とする人の比率が一貫し

て上昇し，「悪い」とする人の比率が一貫して低下する傾向が見られた。

●被害率と認知件数の比較

　８つの被害態様について，過去の調査結果における被害率と同時期の犯罪の認知件数の経年

変化を掲示した図からは，それぞれ極端に異なった動きをしているものはないことが読み取れた。

第２編　犯罪被害状況

●世帯犯罪被害

　世帯犯罪被害は，乗り物関係の被害（盗難及び自動車損壊）と住居への不法侵入（未遂を含

む。）に大別される。世帯犯罪被害の中では，過去５年間で見ると，自転車盗の被害率が最も

高く，次いで自動車損壊であった。

　被害の状況を見ると，乗り物関係の被害では，自動車損壊，バイク盗及び自転車盗において

被害に遭ったと答えた人の比率は，住居形態が「アパート等」の場合は高く，「一戸建て」に

おいて低いなどの特徴が見られた。不法侵入（未遂を含む。）の被害の有無については，都市

規模，世帯人数，住居形態及び防犯設備の有無による違いは見られなかった。

　被害の申告状況につき，被害に遭ったと回答した人に占める捜査機関に被害を届け出たと回

答した人の比率が高かったのは，自動車盗，バイク盗，自転車盗，車上盗であった。

●個人犯罪被害

　個人犯罪被害の中では，個人に対する窃盗の被害率が最も高かった。

　被害の状況を見ると，強盗等では，「政令指定都市等」において被害に遭った人の比率が高く，

「人口10万人未満の市町村」において同比率が低かった。個人に対する窃盗では，「59歳以下」，

「働いている」，「世帯人数４人」の人が被害に遭った比率が高く，「60歳以上」，「無職・定年」，

「世帯人数２人」の人につき同比率が低かった。暴行・脅迫では，「40～59歳」の人が被害に遭っ
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た比率が高く，「60歳以上」の人につき同比率が低かった。ストーカー行為では，「政令指定

都市等」，「女性」，「39歳以下」，「未婚」，「アパート等」の人が被害に遭った比率が高く，「人

口10万人以上の市」，「男性」，「60歳以上」，「既婚」，「一戸建て」の人につき同比率が低かった。

DVでは，「女性」，「世帯人数４人」の人が被害に遭った比率が高く，「男性」，「60歳以上」，「世

帯人数２人」の人につき同比率が低かった。児童虐待では，「女性」，「39歳以下」の人が被害

に遭った比率が高く，「男性」，「60歳以上」の人につき同比率が低かった。性的な被害では，「女

性」，「39歳以下」，「未婚」・「同棲」の人が被害に遭った比率が高く，「男性」，「60歳以上」，「既

婚」の人につき同比率が低かった。

　被害に遭った場所で，ほとんどの被害において回答数が多かったのは，「自宅・自宅敷地内」，

「自宅付近」，「自宅のある市町村内」であったが，性的な被害においては，「職場・アルバイト

先」が最も多かった。

　被害の申告状況につき，いずれの被害においても，捜査機関に被害を届け出た人より，届出

をしなかったと答えた人の数の方が多かった。また，いずれの被害においても，各属性別によ

る被害申告の有無に有意な関連性は見られなかった。

●各種詐欺・個人情報の悪用の被害

　各種詐欺・個人情報の悪用の被害においては，過去５年間で見ると，クレジットカード情報

詐欺の被害率が最も高く，次いで消費者詐欺，個人情報の悪用であった。

　被害の状況を見ると，クレジットカード情報詐欺では，「40～59歳」，「働いている」におい

て被害に遭った人の比率が高く，「60歳以上」，「無職・定年」において同比率が低かった。振

り込め詐欺では，「政令指定都市等」において被害に遭った人の比率が高く，「人口10万人以

上の市」において同比率が低かった。振り込め詐欺未遂では，「60歳以上」，「無職・定年」に

おいて被害に遭った人の比率が高く，「39歳以下」，「働いている」・「学生」において同比率が

低かった。インターネットオークション詐欺では，「39歳以下」，「働いている」において被害

に遭った人の比率が高く，「60歳以上」，「主婦・主夫」・「無職・定年」において同比率が低かっ

た。個人情報の悪用，消費者詐欺では，被害の有無に関し各属性別に有意な関連性は見られな

かった。

　被害の申告状況につき，いずれの被害においても届出をした人より届出をしなかった人の方

が多く，特に振り込め詐欺以外の被害においてその傾向が顕著だった。いずれの被害において

も，申告の有無について各属性別による有意な関連性は見られなかった。
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第３編　犯罪被害の申告及び不申告の理由

●犯罪被害申告の理由

　乗り物関係の被害では，主な申告理由は，「盗まれたものを取り戻すため」，「再発を防ぐため」，

「犯罪は捜査機関に届け出るべきだから」であった。住居への不法侵入（未遂を含む。）では，

主な申告理由は，「再発を防ぐため」，「犯罪は捜査機関に届け出るべきだから」，「加害者を処

罰してほしいから（加害者を捕まえてほしいから）」であった。

　強盗等及び個人に対する窃盗では，主な申告理由は，「盗まれたもの（取られたもの）を取

り戻すため」，「再発を防ぐため」，「犯罪は捜査機関に届け出るべきだから」であり，暴行・脅

迫では，「再発を防ぐため」，「助けを求めるため」，各種詐欺等被害では「再発を防ぐため」，「犯

罪は捜査機関に届け出るべきだから」，ストーカー被害では「再発を防ぐため」，「助けを求め

るため」，DVでは「助けを求めるため」，「家族・友人・知人から届け出るよう言われたため」，

性的事件では「再発を防ぐため」，「家族・友人・知人から届け出るよう言われたため」であった。

●犯罪被害不申告の理由

　ほとんどの被害において，主な不申告理由は，「それほど重大ではない（損失がない，大し

たことではない）」であった。ただし，クレジットカード情報詐欺においては，「カード会社に

知らせた（カード会社が対応した）」が最も多く，また，DVでは「自分で解決した（加害者を

知っていた）」，「どうしたらよいのか分からなかった（被害を届け出る方法が分からなかった）」

が，児童虐待では「どうしたらよいのか分からなかった」，「相談しても何もしてくれないと思っ

た」，「被害に遭ったことを知られたくなかった（恥ずかしくて言えなかった）」が多かった。

第４編　治安に関する認識・量刑に関する意見

　居住地域における犯罪被害に対する不安については，個人犯罪被害に対する不安のうち夜間

の一人歩きに対する不安と，世帯犯罪被害に対する不安のうち不法侵入の被害に遭う不安を取

り上げ調査してきた。夜間の一人歩きについて，ロジスティック回帰分析によると，世帯人数

４人以上の人は１人の人と比べて，女性は男性と比べて，59歳以下の人は60歳以上の人と比

べて，既婚・同棲・別居・その他の人は未婚の人と比べて，世帯犯罪被害ありの人はなしの人

と比べて，個人犯罪被害ありの人はなしの人と比べて，それぞれ不安を感じる傾向が高かった。

不法侵入の被害に遭うことについては，同分析によると，一戸建ての人はアパート等の人と比

べて，59歳以下の人は60歳以上の人と比べて，主婦・主夫・無職・定年の人は学生と比べて，

既婚・同棲の人は未婚の人と比べて，世帯犯罪被害ありの人はなしの人と比べて，個人犯罪被

－ iv －



害ありの人はなしの人と比べて，それぞれ不安を感じる傾向が高かった。

　我が国の治安に関する認識について，同分析によると，女性は男性と比べて，40歳以上の

人は39歳以下の人と比べて，働いている人は学生と比べて，既婚・同棲の人は別居・その他

の人と比べて，世帯犯罪被害ありの人はなしの人と比べて，個人犯罪被害ありの人はなしの人

と比べて，それぞれ我が国の治安が悪いと感じる傾向が高かった。居住地域における犯罪被害

に対する不安と我が国の治安に関する認識では，居住地域における犯罪被害に対する不安の高

い人が，我が国の治安に関する認識を悪く捉える傾向にあった。

　犯罪の具体的設例につき量刑に関する意見を求めたところ，犯罪に対する不安の程度が比較

的低い人は，量刑について「罰金」や「分からない」を選択する割合が高く，犯罪に対する不

安の程度が比較的高い人は，「懲役（実刑）」や「懲役（執行猶予）」を選択する割合が高い一方，

「分からない」を選択する割合が低い傾向にあった。また，治安に関する認識・評価が比較的

良好である人は，「懲役（実刑）」よりも「罰金」を選択する割合が相対的に高く，また，犯罪

被害の経験のある人は，「懲役（実刑）」及び「その他の処分」を選択する割合が高い一方，「分

からない」を選択する割合は低い傾向にあった。

 研究部長　河　原　誉　子
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